
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

支出等割合

44,451,925       

40,405,820       48,611,161       

-                       -                       

86,503,406                                                                

-                     

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。） 63,982,755                                                                

46                                                                  

38                                                                  

％ ％

38                    ％

都道府県決算（見込み）

管内市町村決算（見込み）

192,047,191                                                              消費者行政決算総額（見込み）

支出等額

46                    

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

24,513,638         39,860,395       

2,581,972         

都道府県 市町村 合計

-                       1,791,115           1,791,115         

事業名（事業メニュー）

4,773,766           25,034,226       

89,016,981                                                                

-                       -                     

89,016,981       

2,155,856           

-                       

15,346,757         

合計

24,301,373         

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

105,543,785                                                              

うち、先駆的事業 20,260,460         

331,574           

426,116              

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

20,150,552         

331,574              

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

別　紙

％



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

人日

法人募集型

事業実施自治体

自治体参加型

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

人日 人日

事業実施自治体

人

県

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

人

人日

追加的総業務量（総時間）
対象人員数

（勤務時間、日数等の拡大）

管内市町村 19,627

20

人

県

26,098,238

管内市町村 2

18

対象人員数
（報酬引上げ）

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

県 0



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

合計

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

20,447,000
⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

事業経費

6,429,597 101,000 

3,363,789

事業（実績）の概要

事業の実績

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業経費
交付金等対象経費

95,000 95,000 16,666 16,666

408,000 307,000 101,000 409,450 308,450 101,000

18,159,000 13,715,000 2,423,000 15,372,042 12,923,757 2,423,000

554,000 554,000 331,574 331,574

3,526,000 3,526,000 3,363,789

88,000 88,000 9,418 9,418

308,000

20,447,000

633,390308,000 667,706 34,316

20,260,460 20,260,460

交付金等対象経費

33,875,223 101,000 40,431,105 43,585,000 35,118,000 6,345,000 



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実地研修受入人数

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

研修参加・受入要望

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

実施形態

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

実地研修受入希望人数

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業 旅費、資料作成経費、弁護士謝金、弁護士旅費

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

対象経費（実績）

人

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

年間研修総日数

法人募集型

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

人

人

人日

講師謝金、講師旅費

参加者数

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

実績

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

年間研修総日数

旅費、講座資料等作成経費、資料配送経費、講師謝金、会場借料、リーフレット等購入経費

自治体参加型

参加希望者数

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 旅費

講師謝金、講師旅費、消費生活サポーター旅費、資料作成経費、ボランティア保険料、配送経費

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

報酬、給料、手当、社会保険料

人日

相談員の配置を維持し、更なる体制の強化が図られた。

物品等購入費、配送経費、委託料、補助金

人日

県民に対し、消費者教育・啓発を実施することで、消費生活の知識の向
上消費者被害の未然防止が図られた。

人

事業計画

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

消費者相談の知識の向上やスキル向上が図られた。

弁護士を講師とした事例検討会により、相談員の困難事例へのスキル
アップが図られた。

消費生活サポーターの育成・指導が図られた。地域ネットワークの形成
が図られた。

市町村に対し、消費生活相談に係る指導を実施し、市町村相談員の資
質向上が図られた。

年間研修総日数 人日

先駆的プログラム実績報告書のとおり

年間研修総日数

事業強化・機能強化の成果



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

150,000

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

合計

133,537

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

山形市、鶴岡市、寒河江市、上山市、村山市、長井市、天童市、東根市、尾花沢市、南陽市、
山辺町、中山町、金山町

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

150,000

26,406,000

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

事業名（事業メニュー）

4,773,766 4,773,766

37,000

実施市町村

2,274,000

山形市、米沢市、鶴岡市、酒田市、寒河江市、上山市、村山市、長井市、天童市、東根市、尾
花沢市、南陽市、山辺町、中山町、河北町、西川町、朝日町、大江町、大石田町、最上町、高
畠町、川西町、小国町、飯豊町、三川町、庄内町、遊佐町

21,206,062

1,316,000 16,458,484

2,180,771

12,295,000

2,041,379

2,171,000

1,266,1972,043,000 26,098,238

17,583,000

63,000

1,547,626

21,691,000 1,184,000

12,128,5091,567,114

1,553,266米沢市、新庄市、長井市、南陽市、庄内町

133,537

4,841,000

1,734,000

1,827,000

54,857,000 

米沢市

1,739,000

4,841,000

52,998,927 27,687,662 18,882,120 2,041,379 19,301,000 2,043,000 

84,720 2,071,136

1,768,85486,000 1,730,000

32,011

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

28年度
補正予算

56,000 1,703,104

事業の実績

交付金等対象経費

寒河江市

米沢市、酒田市、長井市、東根市

29年度
本予算

32,011

事業経費

交付金等対象経費

37,000

基金
（交付金相当分）

事業経費
基金

（交付金相当分）

山形市、米沢市、鶴岡市、酒田市、寒河江市、上山市、村山市、長井市、天童市、東根市、尾
花沢市、南陽市、山辺町、金山町、庄内町

米沢市、鶴岡市、西川町

27,997,000 



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

消費生活関係事務に必要な備品を整理し、事務の効率化が図られた。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

うち管内の市町村合計

交付金分

うち都道府県

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

業務委託や協働による啓発活動等を通して、消費者団体、学校、警察、防犯協会等多様な主体との連携の強化を図ることができた。

101,000                          

円

消費者見守りネットワークの強化、消費者教育の普及を図ることができた。迷惑電話着信拒否装置の設置等により、特殊詐欺等の被害の未然防止につなげることができた。

消費者見守りネットワークの強化、消費者教育の普及を図ることができた。

40,304,820            円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

86,874,602            

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

うち都道府県

2,142,379                       

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円

円

相談員の配置又は増員等により、相談業務や消費者啓発、消費者教育の体制を強化することができた。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

事業強化・機能強化の成果の概要

46,569,782            

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

相談員等を国民生活センター主催の研修会等へ派遣することにより、複雑・巧妙化する相談内容により迅速に対応することができた。

円

弁護士による無料法律相談会を定期的に実施し、専門家の助言・指導により的確な相談対応ができた。併せて、同席した消費生活相談員のレベルアップにつながった。

円

消費者啓発用品の作成や配布を通して、消費者被害の未然防止や早期回復につなげることができた。放射性物質検査を行い食の安心・安全を確保することができた。

2,041,379                       

交付金相当分

うち管内の市町村合計



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

39,885,680           

15,372,042

円

円

円

円

109,297,289      

8,443,722          

円20,280,308        

48,488,902 円

37,877,687      

円円

円

82,749,902         

うち管内市町村

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

うち交付金等対象の賃料、人件費等

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額 82,749,902         円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象経費

192,047,191         

円

円円44,725,335

105,543,785         円 円

対平成２０年度差

円

今年度

48,488,902         

円

円

円 46,097,586

円

49,310,716円

0 円 円

円円

円

うち交付金等対象外経費 34,261,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

34,261,000         

前年度平成２０年度

1,499,040

24,513,63822,540,752 円

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

円

35,107              

86,503,406           

うち都道府県

うち都道府県

99,288 円

円

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費 56,654,431

46.1

56,932,624

101,379,766     

①都道府県の消費者行政決算見込み額 87,393,387      

15,336,935

38,082,671

円

円

円

6,208,975         

3,885,826         

0

円

11,836,586        

円

円

4,164,019         

円

3,274,038         円

円円

円

円

99,372

48,611,161           

84                    

84                    

278,193            

46.7

％

-2,934,937        

円

円

2,007,993         

円

8,999,962         

1,972,886         

円-3,213,130        

46.4

うち管内市町村

円

円

うち交付金等対象経費

円円

40,405,820           円2,323,149         

円

-                     

52,242,406        

円

57,054,883        

3,274,726         

-889,981          

5,725,236         

対前年度差

％

うち交付金等対象外経費

46,097,586         

円

うち都道府県

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） -                       

16,034,264      

人

％

56,932,624         

人

円

うち管内市町村

188,773,153     

うち先駆的事業

82,808,006      

うち先駆的事業

円

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） -                       

円

円

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） -                       人

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

人

円

人

円

円

103,030,210        

103,030,210         

25,034,226           

4,773,766

円

円

89,016,981           

99,372                 

105,965,147     

99,288            

円

円

14,535,224 円 20,260,460

円 円



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

円

円

円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

790,788                                

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

うち定数内の相談員

2,142,379                             

設置当初の基金残高（交付金相当分） 292,200,000                          

人

今年度末実績 相談員総数 10

相談員総数

人

相談員総数

人

うち定数外の相談員

うち委託等の相談員 前年度末

前年度末

①報酬の向上 資格加算　1,000円/月

人 今年度末実績相談員総数

④その他

人前年度末

円

消費生活相談員の配置 10

1,065                                   

相談員総数今年度末実績

相談員総数 10

相談員総数

円

円

前年度末の基金残高（交付金相当分） 2,932,102                             

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

人

人

相談員総数 10

前年度末 今年度末実績

人

処遇改善の取組 具体的内容

②研修参加支援

③就労環境の向上

国民生活センター等主催研修の参加機会の拡充



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人相談員総数

1 人

相談員総数21 人

1人

相談員総数 1

今年度末実績

1うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 23前年度末

人 今年度末実績

消費生活相談員の配置 人

米沢市、酒田市、天童市、東根市、南陽市
相談員の基本報酬月額を増額し、待遇の向上を図った。

前年度末 相談員総数

山形市、米沢市、鶴岡市、酒田市、上山市、村山市、長井市、天童市、東根市、尾花沢市、南陽市
研修参加のための経費を支給し、積極的に研修への参加を推進し、相談員の資質向上に努めた。

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 25前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

相談員総数 23

金山町
消費生活相談員室を設置し就業能率の向上を図った。

今年度末実績 相談員総数

③就労環境の向上 ○

④その他 ○

②研修参加支援

○①報酬の向上

○

尾花沢市
消費生活相談対応に必要な図書等の購入を行った。


